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食品中放射性物質等の実態調査 

 

研究分担者 片岡 洋平 国立医薬品食品衛生研究所生化学部 第一室長 

食品からの内部被ばくにおいては、人工放射性核種よりも天然放射性核種の寄与が大き

く、特に魚介類の喫食量が多い日本では Po-210の影響が重要である。しかし、魚介類中 Po-

210濃度に関する実測データは限られており、魚種、部位及び喫食形態の違いを含めた詳細

な実態把握は十分ではない。そこで本研究では、魚介類からの Po-210による内部被ばく線

量の推定を目的として、市場に流通する魚介類中 Po-210濃度の実態調査を実施した。 

令和 5年度には海水魚及び淡水魚 14魚種 146試料、令和 6年度には貝類 10種 110試料、

令和 7年度には甲殻類、軟体類、棘皮動物、未調査魚種及び加工品 36品目 261試料を対象

として分析を行い、3年間で合計 517試料を調査した。 

その結果、筋肉部を主体とする一般的な可食部では、多くの試料で Po-210 濃度は 100 

Bq/kg 未満であった。一方、内臓、特に消化腺を含む部位では高濃度に Po-210が検出され、

最大で約 1900 Bq/kg に達した。また、同一試料内における筋肉部と内臓の濃度比は最大で

500 倍を超え、Po-210 が代謝活性の高い組織へ選択的に集積する既知の知見と整合した結

果が得られた。 

魚類では、シラス及びカツオで 100 Bq/kgを超える試料が認められ、サンマ内臓では筋肉

部の最大 28倍の高濃度が検出された。貝類では、分析した全試料から Po-210が検出され、

内臓を含む可食部を有する種で高濃度を示した。甲殻類及び軟体類では、イカ内臓で最大

約 1900 Bq/kg と特に高濃度であり、ホタルイカ等の内臓を含む小型品目でも比較的高濃度

が認められた。加工品であるイカ塩辛では全試料から Po-210が検出されたものの、内臓試

料と比較すると低濃度であり、加工工程による希釈効果が示唆された。また、外国産試料で

は国産と比較して低濃度又は不検出となる傾向が認められ、流通過程における Po-210の経

時減衰の影響が示唆された。 

魚介類由来の Po-210による預託実効線量を推定した結果、令和 5年度(0.35 mSv/year)、令

和 6年度(0.049 mSv/year)、令和 7年度(0.030 mSv/year)の統合評価として約 0.43 mSv/yearと

推定され、日本において見積もられている食品由来 Po-210内部被ばく線量 0.73 mSv/yearの

約 59%に相当した。本研究で調査した品目は魚介類全喫食量の 96.9%をカバーしており、

未調査品目の寄与を考慮しても魚介類全体からの預託実効線量は 0.45 mSv/year未満と推定 
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A. 研究目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本

大震災に伴う東京電力福島第一原子力発

電所事故により大量の放射性物質が環境

中に放出された。これによる農林水産物

の汚染が食品衛生上の問題とされただけ

でなく、食品への移行による健康被害が

懸念される状況となった。 

地球上には種々の天然放射性核種が存

在し、多くの食品に元々これら天然放射

性核種が含まれているため、食事によっ

て体内に摂取されている。食品の摂取に

よる内部被ばくは、事故等における緊急

時の人工放射性核種によるものが注目さ

れがちだが、平時では天然放射性核種の

影響が大きくなる。国連科学委員会報告 1)

では、自然放射線源から受ける世界一人

当たりの平均年間被ばく線量は 2.4 mSv

と推定されており、このうち食品の摂取

による内部被ばく線量は 0.29 mSv とされ

ている。他方、日本における自然放射線源

から受ける一人当たりの平均年間線量は

2.1 mSv と推定されており、そのうち食品

の摂取に伴う内部被ばく線量は 0.99 mSv

と見積もられている 2)。このうち、カリウ

ム 40からは 0.18 mSv、ポロニウム 210か

らは 0.73 mSv、鉛 210からは 0.058 mSv と

推定されている 2-3)。カリウム 40を除く天

然放射性核種と人工放射性核種を合わせ

た内部被ばく線量の約 90%が天然放射性

核種によるものであり、このうちの約

50%がポロニウム 210 によると推定され

ており 4-5)、食品の摂取による内部被ばく

への寄与は大きいといえる。 

ポロニウム 210 はウラン系列に属し、

天然放射性核種のポロニウムでは最長の

半減期 138 日であることから環境に広く

存在し、α崩壊して安定核種である鉛 206

に変わる 6)。また、α線以外の放射線をほ

とんど放出しないため、人体への影響と

しては内部被ばくが問題となる。Po-210

は海洋生態系において生物濃縮されやす

く、特に海産生物の消化腺等の代謝活性

の高い組織へ選択的に集積することが知

された。また、近年の魚介類喫食量の減少傾向を反映した場合には、預託実効線量は約 0.28 

mSv/year程度まで低下する可能性が示唆された。 

以上より、魚介類が日本人における Po-210内部被ばくの主要寄与源であることが改めて

示された。一般的な食生活において Po-210による内部被ばくが健康影響上問題となるほど

過大である可能性は低いと考えられるが、内臓を含む食品では相対的に高濃度となる場合

があることから、喫食形態の違いを考慮した評価が引き続き重要である。今後は、輸入量

の多い外国産魚介類の分析を通じて産地や流通条件の違いを含めた評価を行い、日本にお

ける Po-210による内部被ばく線量の推定精度の更なる向上を図ることが重要である。 
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られている 7)。 

日本では食品からのポロニウム 210 に

よる内部被ばく線量への寄与が大きいこ

とが示唆されており 2)、令和 4年度までの

調査から、ポロニウム 210 による内部被

ばく量の約 80%が魚介類に由来すること

が判明している 8)。しかし、各魚介類にお

けるポロニウム 210 の放射能濃度のデー

タは依然として少ない。 

そこで本研究では、魚介類からのポロ

ニウム 210の被ばく線量の推定を目的に、

市場に流通する魚介類のポロニウム 210

の放射能濃度の実態を調査した。令和 5年

度は魚類(海水魚及び淡水魚 14 魚種)、令

和 6年度は貝類(10種)、令和 7年度は甲殻

類、軟体類、棘皮動物、未調査魚種及び加

工品(36品目)を対象として、3年間にわた

り順次調査を実施した。 

 

B．研究方法 

1) 試料 

令和 5 年度には、海水魚及び淡水魚 14

魚種(アジ、アユ、イワシ、カツオ、カレ

イ、サケ、サンマ、シシャモ、シラス、ス

ズキ、タイ、ブリ、マグロ、マス)を対象

として 146試料を収集した。 

令和 6 年度には、喫食量の多い貝類 10

種(アサリ、アワビ、カキ、サザエ、シジ

ミ、ツブ、ハマグリ、ホタテ、ホッキガイ、

ムールガイ)110試料を収集した。 

令和 7年度には、甲殻類、軟体類、棘皮

動物、未調査魚種及び加工品を対象とし、

イカ、エビ、タコ、カニ、ホタルイカ、ウ

ニに加え、アナゴ、アンコウ、キビナゴ、

ワカサギ等の魚類並びにイカ塩辛等、合

計 36品目 261試料を収集した。 

試料は令和 5 年度から令和 7 年度にか

けて首都圏の小売店等において購入した。

一般的な食習慣に基づき可食部を採取し、

粉砕して分析試料とした。筋肉部主体の

試料に加え、内臓又は消化腺を含む試料

についても分析を行った。また、ホタルイ

カ、キビナゴ、シラウオ及びワカサギ等に

ついては、筋肉部と内臓を一体として分

析した。 

 

2) 分析法 

既報 8-10)を参考として、Po-210のα線分

析を実施した。分析試料 10 g(内臓試料の

一部については 1 g)を 1 L容ビーカーに入

れ、回収率確認用として Po-209 硝酸標準

溶液(0.04 Bq/mL)1 mLを添加した後、硝酸

により湿式分解した。湿式分解後、Po-209

の回収率が 75〜80%未満の試料について

は、Sr/Spec Resin カラムを用いたキレート

抽出クロマトグラフィーにより Po-210を

分離した。その後、電気分解法(0.1アンペ

ア、2 時間半)によりステンレス板上に Po

を電着し、PIPS 検出器を装備したα線ス

ペクトロメータにより 86,400 秒間測定し

た。 

Po-210 放射能濃度を α 線スペクトル解

析ソフトにより算出し、分析試料の放射

能濃度は試料購入日時点に減衰補正した。

分析試料 10 gにおける検出限界値(LOD＝

3σ)はおおむね 0.06〜0.14 Bq/kgであった。 

また、各品目の平均 Po-210 濃度と喫食

量データ 11)、及び ICRP Publication 7212)に

基づく預託実効線量係数(公衆成人：

1.2×10⁻⁶ Sv/Bq)を用いて、魚介類由来の

Po-210による預託実効線量を推定した。 

 

C．研究結果 

3 年間で合計 517 試料について Po-210

濃度を測定した結果、多くの筋肉部主体

の可食部では 100 Bq/kg未満であった。一

方、内臓、特に消化腺を含む部位では高濃

度に Po-210 が検出され、最大で約 1900 

Bq/kg に達した。また、同一試料内におけ

る筋肉部と内臓の濃度比は最大で 500 倍
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を超えた。 

魚類では、可食部における平均 Po-210

濃度は 14 魚種を通じて 0.5〜60 Bq/kg の

範囲にあり、シラス及びカツオで 100 

Bq/kgを超える試料が認められた。サンマ

内臓では最大で 736 Bq/kg に達し、同一試

料の筋肉部との濃度比は 5.8〜28 倍(平均

17倍)であった。令和 7年度に調査したキ

ビナゴ、ワカサギ及びシラウオ等の小型

魚では比較的高濃度を示した。なお、マス

及びシシャモ等、外国産又は輸入品が多

い魚種では比較的低濃度の試料が多く認

められた。 

貝類では、分析した全 110試料から Po-

210 が検出された。貝の種類別の平均 Po-

210濃度は 1〜50 Bq/kgの範囲にあり、ム

ールガイが最も高く、シジミ、アサリ、ハ

マグリ及びカキの順に高かった。これら

の貝では平均濃度が 20〜50 Bq/kg の範囲

にあった。一方、アワビ、サザエ、ホタテ、

ホッキガイ及びツブでは平均濃度が 1〜

10 Bq/kgの範囲と比較的低濃度であった。

また、外国産のムールガイでは日本産と

比較して著しく低濃度(20%以下)であっ

た。 

甲殻類及び軟体類の筋肉部では、ホタ

ルイカで平均 35 Bq/kg(最大 60 Bq/kg)と比

較的高濃度を示した。イカ、カニ及びエビ

の筋肉部では平均濃度が 0.1〜10 Bq/kg の

範囲にあった。内臓では著しく高濃度と

なり、イカ内臓では平均 544 Bq/kg、最大

約 1900 Bq/kg が検出され、筋肉部との濃

度比は 49〜571 倍(平均 180 倍)に達した。

カニ内臓では平均濃度が 100 Bq/kg 以上、

エビ内臓では10〜100 Bq/kgの範囲にあっ

た。ウニ、イクラ、シラコ、タラコ及びカ

ズノコといった生殖腺等の試料では、消

化腺を含む試料と比較して Po-210 濃度が

低い傾向が確認された。外国産試料(アラ

スカメヌケ、イクラ、カズノコ等)では国

産と比較して低濃度又は不検出となる傾

向が認められた。 

加工品であるイカ塩辛では、全試料か

ら Po-210 が検出されたものの、平均濃度

は約 3 Bq/kg(最大約 8 Bq/kg)であった。 

魚介類由来の Po-210 による預託実効線

量を推定した結果、令和 5年度(魚類 14魚

種：0.35 mSv/year)、令和 6 年度(貝類 10

種：0.049 mSv/year)、令和 7年度(甲殻類等

36品目：0.030 mSv/year)の統合評価として

約 0.43 mSv/yearと推定された。また、3年

間で調査した品目の喫食量は魚介類全喫

食量の 96.9%をカバーしており、未調査品

目の寄与を考慮しても魚介類全体からの

預託実効線量は 0.45 mSv/year未満と推定

された。 

 

D．考察  

Po-210 が代謝活性の高い組織へ選択的

に集積する既知の知見と整合した結果が

得られた。シラスで平均濃度が最も高か

った理由としては、魚全体が可食部であ

り、Po-210 が蓄積するとされる内臓を含

んで分析しているためと考えられた。小

型魚で Po-210 が高濃度であった要因とし

ては、内臓を含む試料であることに加え、

プランクトンを主とする食性により Po-

210 を取り込みやすいことが影響してい

る可能性が示唆された。マス及びシシャ

モ等の外国産又は輸入品が多い魚種で低

濃度が多く認められた理由としては、Po-

210 の半減期(138 日)を踏まえると流通過

程における経時減衰の影響が示唆された。 

貝類において身と内臓を一体として可

食部としている種(ムールガイ、シジミ、

アサリ、ハマグリ、カキ)で高濃度を示し、

身のみを可食部とする種(アワビ、サザエ、

ホタテ等)で低濃度であったことは、Po-

210 が内臓に蓄積するという既知の知見

と整合するものであった。外国産のムー
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ルガイで著しく低濃度であったことも、

流通過程における経時減衰の影響と考え

られた。 

ホタルイカにおいて高濃度が認められ

た理由としては、筋肉部と内臓を一体と

して可食部としたためと考えられた。こ

れらの結果から、Po-210 濃度は生物種の

違いのみならず、可食部の定義(内臓を含

むか否か)に強く依存することが改めて示

された。外国産試料で低濃度又は不検出

となる傾向が認められたことも、輸送・流

通過程における経時減衰の影響が主要因

と考えられ、今後は産地や流通条件の違

いが放射能濃度に与える影響について系

統的な評価が必要であると考えられた。 

加工品であるイカ塩辛でイカ内臓と比

較して著しく低値であった理由として、

原料として用いられたイカ内臓のうち

Po-210 が高濃度に蓄積する中腸腺の割合

が相対的に低い可能性や、イカ内臓以外

の原材料による希釈効果、加工工程の影

響等が考えられた。 

預 託 実 効 線 量 の 推 定 値(約 0.43 

mSv/year)は、日本において見積もられて

いる食品由来 Po-210内部被ばく線量 0.73 

mSv/year の約 59%に相当した。なお、本

推定に用いた喫食量データは 2005〜2007

年の調査に基づいているが、近年の水産

白書 13)では魚介類喫食量が当該期間と比

較して約 65%水準まで減少していること

が示されており、現在の食生活を反映し

た場合には、魚介類由来 Po-210 による預

託実効線量は約 0.28 mSv/year程度まで低

下する可能性が示唆された。 

以上より、魚介類は日本人における Po-

210 内部被ばくの主要寄与源であること

が改めて示されたが、一般的な食生活に

おいて健康影響上問題となるほど過大な

内部被ばくとなる可能性は低いと考えら

れた。一方で、内臓を含む食品では相対的

に高濃度となる場合があることから、喫

食形態の違いを考慮した評価が重要であ

る。 

 

E．結論 

市場に流通する魚介類中 Po-210 濃度に

ついて、令和 5年度から令和 7年度の 3年

間にわたり包括的な実態調査を実施し、

合計 517試料を分析した。 

その結果、Po-210 濃度は生物種の違い

のみならず、可食部の定義(内臓を含むか

否か)に強く依存することが示された。筋

肉部主体の一般的な可食部では比較的低

濃度であった一方、消化腺を含む内臓で

は著しく高濃度となり、喫食形態の違い

を考慮した評価の重要性が改めて示され

た。 

魚介類由来の Po-210 による預託実効線

量は約 0.43 mSv/yearと推定され、日本に

おいて見積もられている食品由来 Po-210

内部被ばく線量 0.73 mSv/yearの約 59%に

相当した。本研究で調査した品目は魚介

類全喫食量の 96.9%をカバーしており、魚

介類が日本人における Po-210 内部被ばく

の主要寄与源であることが改めて確認さ

れた。また、近年の喫食量減少傾向を反映

すると、現在の預託実効線量はさらに低

い水準にある可能性が示唆された。 

以上より、一般的な食生活において Po-

210 による内部被ばくが健康影響上問題

となるほど過大である可能性は低いと考

えられた。今後は、外国産魚介類の流通条

件の影響評価や最新の喫食量データに基

づく再推計を進め、推定精度の更なる向

上を図ることが重要である。 
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